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特集 

地方自治体におけるリサイクル製品認定制度 

 
リサイクル製品認定制度とは、リサイクル製品の需要を拡大するために、都道府県などの公共的な主

体がリサイクル製品を認定し、率先して利用することなどを定めた制度です。 
平成 13 年に施行された「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律」（グリーン購入法）で、

環境物品の調達方針を作成することと、その方針に基づいて物品の調達を行うことなどが地方公共団

体・地方独立行政法人の努力義務となったことを受けて、都道府県がリサイクル製品認定制度の構築を

独自に進めるようになっています。 
本号では、地方自治体が実施しているリサイクル製品認定制度の取組みを特集として紹介いたします。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/archive/law/system.pdf 
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特集 

 
 
 

１．はじめに 

再生建設資材（以下「再生資材」という。）

の利用を促進するためには、品質基準の制

定と合わせて、再生資材がその使用用途に

応じた品質基準に適合していることを第三

者が保証するしくみが不可欠です。 

本稿は、再生資材の品質保証のしくみで

ある製品認定制度、工場認定制度に関して

の地方自治体における取組みについて整理

したものです。 

 

２．再生資材の品質を保証するしくみ 

資材の品質保証方法としては、①製品認

定制度と②工場認定制度の２つがあります。 

なお、ここでいう「保証」とは、保険制

度のように損失を補填することではなく、

第三者が所与の基準への適合性を認証する

ことをいいます。具体的には、ある県のリ

サイクル製品認定制度では「各製品が品質

基準等に適合した製品であることを県が審

査、確認しリサイクル認定製品として公表

した上で、対外的に推奨し、自らも率先利

用に努めるものですが、県が製造事業者に

代わって品質・性能等を保証するものでは

ありません。」としています。 

 

①  製品認定制度 

製品認定制度とは、製造する製品ごとに

品質や試験方法が所与の基準に適合して

いることを第三者が認定(認証)する制度

をいいます。 

代表例として「ＪＩＳマーク表示制度」

があります。ＪＩＳマーク表示制度は、製

品がＪＩＳ（日本工業規格）に定める品質

規格、試験方法などに適合していることを

「登録認証機関」が認証することにより、

製品にＪＩＳマークを表示できるもので

あり、我が国の鉱工業製品に広く普及して

います。食品・林産物に対する「ＪＡＳ規

格制度」も同様な製品認定制度です。 

再生資材の製品認定制度としては、表―

１に示す地方自治体の「リサイクル製品認

定制度」があります。 

なお、国土交通省「アスファルト混合物

事前審査制度」(注１)は、「公共工事にお

けるアスファルト混合所の品質管理に関

する合理化と、品質の安定化を図ることを

目的とした制度で、アスファルト混合所か

ら出荷するアスファルト混合物を、事前に

第三者機関（官・学・民によるアスファル

ト混合物審査委員会）が認定することによ

り、従来の工事ごとに行っていた基準試験

（配合設計などを含む）や試験練りなどを

省略できる制度」であり、製品認定と工場

認定の両方の機能をもった制度といえま

す。再生アスファルト混合物も対象となっ

ています。 

また、「エコマーク制度」は、「生産」か

ら「廃棄」にわたるライフサイクル全体を

通して環境への負荷が少なく、環境保全に

役立つと認められた商品に「エコマーク」

をつける制度(注２)です。 

 

 
注１：http://www.dohkenkyo.com/nintei/ 

注２：http://www.ecomark.jp/about/ 

再生資材利用促進のための地方自治体における 
認定制度について 

 
一般財団法人先端建設技術センター 企画部 高野 昇 

 
 

キーワード：再生資材、認定制度、廃材混入率、インセンティブ 
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制度名称

網掛けは再生建設資材のみを対象とした制度
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（制度普及・認定品利用拡大方策等）

1 北 海 道 北海道リサイクル製品認定制度 ○ ○ 3 〇 試験分析費の補助有

2 青 森 県 青森県リサイクル製品認定制度
○

(50%以上)
3 〇 県工事での優先利用指針有（２区分）

3 岩 手 県 岩手県再生資源利用認定製品 Ｍ ○ ○ 　 3 販促取組への補助有

4 宮 城 県 宮城県グリーン製品認定制度
○

(45%以上)
○

(45%以上)
　 ○ ○ 3 〇 融資を受ける際の信用保証料の割引有

5 秋 田 県 秋田県リサイクル製品認定制度 ○ 〇 5

6 山 形 県 山形県リサイクル製品認定制度 ○ 5 県工事成績加点有、販促取組への補助有

7 福 島 県 うつくしま、エコ・リサイクル製品認定制度
○

(率規定無)
○

(率規定無)
○ 3 〇 販促取組への補助有、市町村工事への補助有

8 茨 城 県 茨城県リサイクル資材評価認定制度
○(10%以上
50%以下）

○
(100%)

Ｌ（※）
H,M,L
（※）

○ ○ ○ 3 〇 県工事での率先利用指針有（3区分)

9 栃 木 県 栃木県リサイクル製品認定制度　～とちの環エコ製品～
○

(30%以下)
○

(100%)
○ ○ 5

10 群 馬 県 制度無し

11 埼 玉 県 彩の国リサイクル製品認定制度 Ｌ（※） ○ 3 〇

12 千 葉 県 制度無し

13 東 京 都
製品認定制度は無いが、再生砕石の品質基準認証、施
設認証制度有

再生砕石の路盤材、浸透トレンチ材、グラベルコンパクション
材、裏込材としての品質基準認証済

14 神奈川県 神奈川県県土整備局建設リサイクル資材評価実施要領
○

(45%以上)
○

(100%)
H,L,

M(※)

H,M,L
(※)

○ 　 ○● 5 〇 県土整備局工事での率先利用指針有

かながわリサイクル製品認定制度 〇 〇 ○● 3

15 新 潟 県 制度無し

16 富 山 県 富山県リサイクル認定制度 ○ ○● 3 　 県工事での率先利用指針有（３区分）

17 石 川 県 石川県エコ・リサイクル製品認定制度 ○ ○ 3 〇

18 福 井 県 福井県リサイクル製品認定制度 ○ 5 〇

19 山 梨 県 制度無し 　 　
H15年度に山梨県リサイクル製品認定制度を創設したが現在は
廃止されている

20 長 野 県 信州リサイクル製品認定制度
○(30%以上
50%以下）

○
(100%)

○ ○(※） 3 〇 県工事での率先利用指針有

21 岐 阜 県 岐阜県リサイクル認定製品 ○(※） ○(※） 3 〇

22 静 岡 県 静岡県リサイクル製品認定制度 ○ ○ 〇 3 〇

23 愛 知 県 愛知県リサイクル資材評価制度（あいくる）
○

(20%以上)
○

(30%以上)
Ｌ（※） ○ ○ ○ 3 〇

県工事での率先利用指針有（4区分）
出展料無料の「あいくる材見本市」を開催

24 三 重 県 三重県リサイクル認定制度
○

(率規定無)
○ ○ 5 〇 再生資源の県内割合５０％以上

25 滋 賀 県 滋賀県リサイクル製品認定制度　～ ビワクルエコシップ ～ ○ ○ ○ 3

26 京 都 府 制度無し
(一社）京都知恵産業創造の森　において
「京都エコスタイル製品」認定制度を運用

27 大 阪 府 大阪府リサイクル製品認定制度   Ｍ 〇 ○(※） ○● ○ 3 As塊再生合材、Co塊再生砕石はH31.2末で認定除外

28 兵 庫 県 制度無し

29 奈 良 県 奈良県リサイクル製品認定制度
○

(率規定無)
○

(率規定無)
○ ○ ○ 3

溶出試験・含有試験等が必要なサンプルについて県職員の立
ち合いが必要

30 和 歌 山 県 和歌山県リサイクル製品認定制度
○

(率規定無)
○

(率規定無)
○ 　 ○ 5 別制度において、県工事成績への加点（最大６点）有

31 鳥 取 県 鳥取県認定グリーン商品
○

(50%以上)
3 再生資源の県内調達率規定有り

32 島 根 県 しまねグリーン製品認定制度
○

(率規定無)
○ 3 試験分析費の補助有

33 岡 山 県 岡山県エコ製品認定制度
○

(40%以上)
○

(50%以上)
○ ○ ○ 5 製造業者への融資有、見本市出展補助制度有

34 広 島 県 広島県リサイクル製品登録制度
○(20%以上
40%以下)

○
(50%以上)

○ ○● ○ 3

35 山 口 県 山口県リサイクル製品認定制度
○

(率規定無)
○

(率規定無)
○ ○ ○ 3 〇 県工事での率先利用しくみ有

36 徳 島 県 徳島県リサイクル認定制度 ○ 3

37 香 川 県 香川県認定環境配慮モデル ○ ○ 3

38 愛 媛 県 愛媛県認定優良リサイクル製品 3

39 高 知 県 高知県リサイクル製品等認定制度 ○ 3

40 福 岡 県 福岡県リサイクル製品認定制度
○

(20%以上)
○

(50%以上)
Ｌ

M(※)
○ ○ ○ 3 県工事での優先利用のしくみ有

41 佐 賀 県 佐賀県認定リサイクル製品認定制度
○

(50%以上)
○ 3

42 長 崎 県 長崎県リサイクル製品認定制度
○(10%以上
30%以下）

○
(10%以上）

3 〇 県工事での優先利用のしくみ有

43 熊 本 県 熊本県リサイクル製品認証制度 〇 ○ 3 展示会出展費補助有

44 大 分 県 大分県リサイクル製品認定制度
○

(50%以上)
○

(100%)
　 5 〇

45 宮 崎 県 みやざきりリサイクル製品認定制度
○

(50%以上)
○

(50%以上)
○ 3 〇

46 鹿 児 島 県 かごしま認定リサイクル製品
○

(50%以上)
○

(50%以上)
○ 5 〇

47 沖 縄 県 沖縄県リサイクル資材評価認定制度（ゆいくる）
○

(10%以上)
○

(100%)
Ｌ（※） ○ ○ 3 〇 県工事での率先利用指針有（3区分）

北 九 州 市 北九州市建設リサイクル資材認定制度
○

(率規定無)
○

(率規定無)
○ ○ 3

市工事での優先利用の指針有
ＬＣＡ評価、価格が従来品の120%以下

注：令和２年4月　ＨＰ情報をもとに作成

自治体名

表－１ 地方自治体リサイクル製品認定制度における建設副産物を原料とする再生資材の認定品目 
※は認定実績無し 
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②  工場認定制度（指定工場制度） 

工場認定制度とは、ある特定の製品やサ

ービスを製造・提供する工場・事業所につ

いて、製品等を所与の品質基準に適合させ

るため、製造設備、品質試験設備、品質管

理体制などが所与の基準に適合している

ことを第三者が認定（認証）する制度をい

います。工場認定制度は、製品等の品質基

準への適合認証と、後述する ISO9001「品

質マネージメントシステム」と同様に製造

工場の品質管理体制基準への適合認証を

併せ持った制度と考えられます。 

自動車整備業界の「指定工場」制度（注

３）、冷凍食品業界の「冷凍食品（工場）

認定制度」(注４)など、産業ごとに工場認

定制度があります。 

建設資材の工場認定制度の例としては、

建築基準法68条の25（構造方法等の認定）

に基づく鉄骨製作工場の認定制度(注５)

があり、下水道用資器材については、(公

社)下水道協会の「認定工場制度」(注６)

があります。 

再生資材の工場認定制度としては、表－

２に示す地方自治体の工場認定制度があ

ります。 

なお、工場・事業所の製品・サービスの

品質管理を対象とする第三者機関による

登録認証制度である ISO9001 は、「品質マ

ネージメントシステム」（品質管理の手続

き、品質管理手法）の規格への適合性を保

証するものであり、品質そのものが所与の

基準に適合していることを保証するもの

ではありません。 
 

注３：http://www.mlit.go.jp/jidosha/ninshoutoshiteinochigai.html 
注４：http://www.reishokukyo.or.jp/certification/instraction/ 
注５：http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/index.html 
注６：http://nintei.ngsk.or.jp/ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

３．地方自治体リサイクル製品認定制度 

３－１制度導入状況 

リサイクル製品認定制度については、表

―１に示すとおり、全国４７都道府県のう

ち、群馬県、千葉県、東京都、山梨県、新

潟県、京都府、兵庫県以外の４０道府県及

び北九州市の４１地方自治体が制度を導入

しています。 

４１地方自治体のうち、茨城県、神奈川

県、愛知県、沖縄県、北九州市の認定制度

は、建設部局が制度運営主体となっており、

再生資材のみを認定対象としています。茨

城県、神奈川県では環境部局が運営するリ

サイクル製品認定制度もあります。 

なお、東京都環境局では「再生砕石利用

拡大支援要綱」に基づき、『民間団体等が策

定した「再生砕石」の優れた品質基準を、

環境局が審査のうえ認証（「基準認証」）す

るとともに、認証した基準に沿った再生砕

石を製造できる施設も認証（「施設認証」）

する』制度を平成 29 年度に創設し、路盤材、

浸透トレンチ材、グラベルコンパクション

材、裏込材としての再生砕石の品質基準、

製造施設を基準認証、施設認証しています。 

 

３－２認定品目 

地方自治体のリサイクル製品認定制度で

は、日用品等建設資材以外の製品も認定対

象としていますが、建設副産物を原料とす

る主な再生資材の認定状況は表－１のとお

りです。 

 

（１）As 塊再生合材、Co 塊再生砕石の認定

について 

リサイクル率が高く再生資材使用量が多

い As 塊再生合材、Co 塊再生砕石を認定対

象としていない地方自治体があります。こ

れら地方自治体のうち、滋賀県では、「既に

全国流通しているものや、用途が一般化し

ている製品は対象から除きます。古紙再生

コピー用紙のほか、用途が一般化している

コンクリートがら・アスファルトコンクリ

ートがらを原材料にした再生クラッシャラ

ン、再生路盤材、再生加熱アスファルト等

は対象としません。」とその理由を明記して
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います。また、大阪府では、Co 塊、As 塊を

原料とする再生舗装材については、認定に

よる支援の必要性が低くなっていることか

ら、平成 31 年２月末に対象品目としての取

扱いを終了しました。 

As 塊再生合材、Co 塊再生砕石については、

既に 20 年以上の使用実績があり、国土交通

省「リサイクル原則化ルール」でその使用

が義務付けられていることからも、全国各

地で安定した品質の製品が入手できる状況

であり、製品ごとの品質保証、製品認定が

必要ない状況といえるかもしれません。 

なお、As 塊再生合材、Co 塊再生砕石を認

定対象としていない地方自治体においても、

一般廃棄物溶融スラグ、鉄鋼スラグを主な

原材料とする再生合材、再生砕石について

は多くの地方自治体が認定対象としていま

す。 

 

（２）今後利用拡大が求められる再生資材

の認定状況 

ＪＩＳ規格が制定された再生骨材コンク

リート及びその二次製品については、岩手

県、茨城県、埼玉県、神奈川県、愛知県、

大阪府、福岡県、沖縄県で認定対象となっ

ていますが、神奈川県と大阪府以外では認

定実績がありません。 

廃石膏ボードを原料とする資材について

は、１０県が認定対象としています。認定

製品の多くは地盤改良材、土壌改良材です

が、運動場用の白線（山形県、静岡県）も

認定されています。 

建設汚泥改良土（流動化処理土含む）に

ついては、２２道県と北九州市、建設汚泥

市販品（再生砕石等）については、神奈川

県、大阪府、広島県が認定対象としていま

す。 

 

３－３再生資源（廃材）混入率 

Co 塊再生砕石の認定基準における Co 塊

含有率をみると、地方自治体ごとに異なっ

ています。Co 塊含有率 100%を認定基準とし

ているのは、茨城県、栃木県、神奈川県、

長野県、大分県、沖縄県の６県、含有率 50％

以上は、大阪府、鳥取県、岡山県、広島県、

福岡県、佐賀県、宮崎県、鹿児島県の８府

県、宮城県では４５%以上、愛知県では３０%

以上、福島県、三重県、奈良県、和歌山県、

山口県、北九州市では含有率の規定があり

ません。 

As 塊再生合材の認定基準における As 塊

含有率を100%としている自治体はありませ

ん。青森県、大分県、宮崎県、鹿児島県で

は 50％以上としているのに対して、茨城県

10%以上 50%以下、栃木県 30%以下、長野県

30%以上 50%以下、広島県 20%以上 40%以下、

長崎県 10%以上 30%以下と As 塊含有率の上

限を規定しています。地域における As 塊再

生合材工場の製造設備状況などが反映され

た結果と考えられます。 

 

３－４認定品利用拡大・制度普及への取組 

（１）自治体発注工事での率先利用 

再生資材の利用を促進するためには、製

品認定による品質保証とともに、実際に工

事で認定品を使用することが重要です。愛

知県等では、認定製品を公共工事で優先（率

先）利用するための指針等を定めています。

愛知県の「率先利用方針」では、再生資材

を AA,A,B,C の４つのグループに区分して

おり、AA,A グループについては、特段の理

由がない限り率先利用することとしており、

平成 30 年度県発注工事における認定品の

利用率は、アスファルト混合物で 6 割、路

盤 材で 8 割となっています。（「平成 30 年

度 あいくる材利用実績」より） 

なお、北九州市では再生資材の価格を従

来品の 2 割増以内と、従来品より高価でも

よいとしています。 

また、福島県では、市町村に対して認定

品利用工事への工事費等の補助をしていま

す。 

 

（２）認定品使用工事請負者へのインセン

ティブ 

山形県、和歌山県では、県工事で認定品を

利用した場合、工事成績を加点しています。 

なお、和歌山県では、リサイクル製品認定

制度のしくみでの加点ではなく、「けんさん

ぴん登録制度」において認定品を加点対象
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としています。 

 

（３）認定品製造業者へのインセンティブ 

製造業者に対してインセンティブを設け

ているのは次のとおりです。 

・試験・分析費補助；北海道、島根県 

・販促費補助：岩手県、山形県、福島県 

・見本市出展費補助：岡山県、熊本県、愛

知県（「あいくる材見本市」出展料無料） 

・その他：宮城県（融資を受ける際の信用

保証料割引）、岡山県（融資） 

 

３－５制度の特徴 

（１）認定料金 

製品認定制度の認定料金（申請手数料、

工場審査料等）は、茨城県、大阪府、沖縄

県は有料、それ以外では無料となっていま

す。なお、茨城県では、土木部指定工場の

製品については申請料免除となっています。 

（２）地産地消 

茨城県、愛知県、福岡県を除く多くの地

方自治体では、県内の循環資源（廃棄物）

を原料とし、県内で製造する再生資材を認

定しており、「地産地消」の傾向があります。

（県外・日本国内の廃棄物を原料とし、県

内で再生資材を製造することを要件とする

自治体もあります。） 

なお、四国 4 県では、認定品の「相互推

奨」をしています。 

 

４．地方自治体工場認定制度 

地方自治体における建設副産物を原料とす

る再生資材を製造する工場の認定制度は、

表－２のとおりです。 

茨城県、横浜市、川崎市、鳥取県、岡山県、

佐賀県では、再生アスファルト合材、再生

砕石の工場認定制度を運用しています。東

京都、神奈川県では、再生砕石の工場認定

制度を運用しています。 

建設発生木材チップの工場認定制度につい

ては、横浜市が「木くず再資源化業者登録

制度」を平成１６年１月に創設し、次いで

同様の制度を神奈川県が平成１６年１２月、

川崎市が平成１８年２月に制定しています。

これら３自治体が運用している工場認定制

度における木くず品質については、工場内

での製品品質検査方式ではなく、出荷先（販

売先）との売買契約書によって、出荷先が

要求する品質に適合していることを確認し

ています。鳥取県では、出荷実績報告を求

めているものの売買契約書の事前確認は要

求していません。 

建設発生土土質改良プラントの工場認定制

度については、名古屋市、豊田市、岡山県、

広島県、福岡県、福岡市が制定しています。

建設発生土土質改良プラントは、東京都下

水道局、横浜市下水道局、東京ガス、東邦

ガス、大阪ガス、西部ガスなど、道路占用

企業者が道路占用工事の掘削土を埋め戻し

土として利用する目的で整備されてきた経

緯があります。近年は建廃処理会社や小規

模建設会社による土質改良プラントが整備

されてきたことから、民間プラントの改良

土を公共工事で利用する際、品質保証の観

点から工場認定制度を導入したものと考え

られます。 

岡山県では「岡山県エコ製品認定制度」(平

成 13 年 12 月制定)において、建設汚泥改良

土、建設発生土改良土の認定に際して土木

部技術管理課が「改良土等プラント点検基

準(案)」を定めています。この点検基準で

は、建設汚泥改良土の製造も対象としてお

り、建設汚泥改良プラントの工場認定制度

としては全国初といえます。 

なお、再生骨材コンクリートについては、

（一社）再生骨材コンクリート普及連絡協

議会（ＡＣＲＡＣ、会員企業数２４）が平

成 24 年から「品質監査制度」を運用してお

り、２４会員企業中 7 工場が品質監査適合

書を取得しています。 
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５．おわりに 

再生資材の需給状況が地域ごとに異なっ

ていること等を踏まえて、再生資材の品質

保証のしくみである製品認定制度、工場認

定制度は、地方自治体ごとに特徴がありま

す。 

再生資材のうち、今後特に利用拡大が必

要な再生骨材コンクリート、廃石膏紛（廃

石膏ボード）、建設汚泥再生品（改良土、市

販品）の製品認定制度、工場認定制度の制

定は限定的な状況です。 

地方自治体の製品認定制度は、県内廃棄

物を原料とし県内で再生資材を製造する

「地産地消」を原則としている自治体が多

い。この場合、再生骨材コンクリートの製

品認定を受けるためには、コンクリート工

場と再生骨材Ｈ、Ｍ、Ｌの製造施設が県内

に立地している必要があることから、先ず

はコンクリート破砕施設にて再生骨材Ｈ、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｍ、Ｌ製造設備を備える必要があります。 

言うまでもありませんが、民間企業が設備

投資するためには、再生骨材コンクリート

の需要が見込める必要があります。 

建設汚泥再生品の認定品は、改良土・流

動化処理土が多く、再生砕石等市販品の認

定実績があるのは、神奈川県、大阪府、広

島県の 3 府県にとどまっています。建設汚

泥の工場認定制度を運用しているのは岡山

県だけです。建設汚泥の発生は大都市圏で

多いことを考慮すると、特に製品認定制度、

工場認定制度が制定されていない東京都、

千葉県、京都府、兵庫県において、建設汚

泥の再生利用を促進するためには、地方自

治体と関係業界が連携して、製品認定制度

もしくは工場認定制度の制定を進めること

も有効な方策の１つであると考えられます。

再生資材 自治体 工場認定制度名称

茨城県 土木部指定工場制度

横浜市 がれき類の再資源化施設 に関する事務取扱要領 （再資源化施設登録制度）

川崎市 建設副産物取扱要綱（特定建設資材廃棄物（建設発生木材以外）指定工場制度）

鳥取県 ｺﾝｸﾘｰﾄ塊等再資源化及び再資源化施設登録要領

岡山県 加熱アスファルト混合物使用要領（承認工場制度）

佐賀県 建設副産物の取扱い方針（建設副産物再生施設指定要領）

茨城県 土木部指定工場制度

東京都 再生砕石施設認証事業（認証機関は公益財団法人東京都環境公社）

神奈川県 県土整備局指定工場制度（コンクリート塊等の処理及び建設リサイクル資材に関する事務取扱要領 ）

横浜市 がれき類の再資源化施設 に関する事務取扱要領 （再資源化施設登録制度）

川崎市 建設副産物取扱要綱（特定建設資材廃棄物（建設発生木材以外）指定工場制度）

鳥取県 ｺﾝｸﾘｰﾄ塊等再資源化及び再資源化施設登録要領

岡山県 建設資材（砕石）の使用要領（承認工場制度）

佐賀県 建設副産物の取扱い方針（建設副産物再生施設指定要領）

神奈川県 県土整備局建設発生木材等再資源化指定事業者登録制度

横浜市 木くずの再資源化に関する事務取扱要領 （木くず再資源化事業者登録制度）

川崎市 建設発生木材等の再資源化に関する事務取扱要領

鳥取県 ｺﾝｸﾘｰﾄ塊等再資源化及び再資源化施設登録要領

建設汚泥改良土 岡山県 改良土等プラント点検基準(案)

名古屋市 緑政土木局発注工事に利用する土質改良プラント認定基準

豊田市 公共工事に伴い豊田市が使用する土質改良プラントの認定基準

岡山県 改良土等プラント点検基準(案)

広島県 建設発生土処分先一覧表に掲載する建設発生土土質改良ﾌﾟﾗﾝﾄの判断基準

福岡県 福岡県県土整備部において使用できる改良土の承認制度

福岡市 建設発生土土質改良ﾌﾟﾗﾝﾄ認定審査基準(部内資料)
注：兵庫県「建設副産物受入施設の登録に関する要領」等、再生資材の品質基準適合判断が含まれていない制度は除外した。

　令和2年4月　ＨＰ情報をもとに作成

再生アスファルト合材

再生砕石

建設発生木材チップ

建設発生土改良土

表－２ 地方自治体における再生資材の工場認定制度 
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１．はじめに 

循環型社会形成を推進するため、公共工

事でリサイクル資材をより多く利用するに

は、どうしたら良いか。そんな視点から生

み出された制度が「愛知県リサイクル資材

評価制度（総称：あいくる）」である。 

愛知県では、2002 年 4 月から「あいくる」

を運用しており、愛知県リサイクル資材評

価基準に適合するものを「あいくる材」と

して認定し、県の公共工事で積極的に活用

している。  

 

２．制度の概要 

「あいくる」では図-1 に示すように、3 つ

の要素を柱とした運用を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①リサイクル資材評価基準 

リサイクル資材を公共工事で使用するため

には、資材ごとに品質・性能の基準を示し、

標準仕様書等に適合している資材であるこ

とを明確にする必要がある。また、再生資

源に由来する重金属等の影響がないように、

環境に対する安全性が確保されていなけれ

ばならない。 

評価基準は、学識経験者等からなる「愛知

県リサイクル資材評価委員会」（以下「評価

委員会」という。）にて審議のうえ決定し、

愛知県のウェブサイト※1で公表している。 

※1 https://www.pref.aichi.jp/site/aicle/ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
循環型社会の実現へ 

―愛知県リサイクル資材評価制度（あいくる）の取組み― 
 

愛知県建設局土木部建設企画課再生建設資材グループ 主査 新美壮史 
 
 
キーワード：循環型社会、リサイクル資材、率先利用、愛知県リサイクル資材評価制度 
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②「あいくる材」の認定と品質等の確認 

「あいくる材」の認定申請は、年 3 回受付

し、書類審査、工場調査を行い、「評価委員

会」の審議を経て認定している（図-2）。 

認定有効期間は 3 年間であり、認定資材は

県のウェブサイトで公表している。 

認定後は資材の品質性能と環境安全性があ

いくる基準に適合していることを定期的に

確認している。一つは、認定業者に毎年 1

回提出を義務付ける「あいくる材評価基準

適合状況報告書」であり、もう一つは、原

則として認定の有効期間内（3 年間）に 1

回以上実施する「抜取り検査」で、「愛知県

リサイクル資材抜取り検査実施基準」に基

づき、職員が直接製造工場へ出向き、資材

の抜取り検査を行っている。 

③率先利用 

認定した「あいくる材」の利用方針を明確

にするため、愛知県が発注する公共工事・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計に関わる県職員、設計受託者、工事請

負者の全てを対象として、「愛知県あいくる

材率先利用方針」を定めている。この方針

では、あいくる材を率先利用するよう義務

付けているほか、あいくる材を工事標準仕

様書等に適合しているものとして取り扱う

ことも規定している。 

また、円滑な利用を図るため、各資材の

価格や汎用性など考慮し、4 つのグループ

に認定資材を区分しており（表-1）、特に

AA グループ、A グループに関しては特段の

理由がない限り率先利用することとしてい

る。 

なお、各資材のグループ区分は、工事発

注部局の意見を反映させるため、県庁関係

職員で構成する「愛知県リサイクル資材利

用検討委員会」にて審議のうえ決定してい

る。 
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３．「あいくる」の特徴 

現在、多くの都道府県においてリサイク

ル資材認定制度を運用しているが、「あいく

る」には次の特徴がある。 

①建設部局による制度運用 

制度運用を建設部局が自ら行うことで、

リサイクル資材の利用方法、求められる品

質・性能などを制度に反映し、公共工事へ

の対応を円滑に実施している。 

②認定資材は建設資材のみ 

「あいくる」は公共工事におけるリサイ

クル資材の積極的な活用を図るための制度

であり、認定の対象は建設資材のみである。  

また、公共工事で求められる品質・性能

を評価基準としているため、「あいくる材」

であればリサイクル資材としての信頼性が

確保されており、発注者や工事請負者など

が率先利用しやすい環境となっている。 

③製造場所等を県内に限定しない 

再生資源の発生場所や製造場所を愛知県

内に限定せずに認定することで、リサイク

ル資材の選択肢が広がり、利用しやすい環

境となっている。 

 

４．「あいくる」の実績 

表-2は 2019 年度末現在の「あいくる材」

の評価基準の区分毎の認定件数・認定資材

数、図-3 は 2002 年のあいくる制度開始以

降の認定件数・認定資材数を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在 29 品目の評価基準を定めており、2019

年度末現在で 22 品目 1,412 資材を「あいく

る材」として認定し、様々な再生資源が多

くの公共工事で活用されている。図-4 は再

生資源の活用例、図-5 は本県発注工事にお

ける「あいくる材」の利用相当金額と再生

資源利用量の推移を示している。2018 年度

は、約 44 億円相当の「あいくる材」を利用

し、再生資源（あいくる材に含まれるコン

クリート殻やスラグなどの再生資源）の量

は約 36 万 9 千トンであった。あいくる制度

開始から 2018 年度までの 17 年間では、総

計約 680 万トンの再生資源を利用した。体

積にすると約 390 万㎥となり、ナゴヤドー

ム（170 万㎥）の 約 2.3 個分に相当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10



 

 
 

特集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．新たなリサイクル資材を活用する取組 

リサイクル資材の製造者等の知識及び技

術を活用し、あいくる材の新たな活用範囲

を見出すため、「愛知県リサイクル資材新評

価基準検討要領」により新評価基準の検討

依頼を受け付けている。これにより、2016

年以降、新たに 3 品目（27)～29)）の評価

基準を策定した。今後も社会のニーズによ

り、新たな評価基準を策定し、あいくる材

の活用範囲を広げていく。 

 

６．終わりに 

「あいくる」は、運用開始から 18 年が経

過し、愛知県発注工事において幅広く定着

してきている。しかしながら、認定された

「あいくる材」の中には利用率の低い品目

もみられるなど、制度を十分に活かしきれ

ていない面もある。こうした現状を踏まえ、

「あいくる材」の利用促進を目的とした取

組として、製造者等から発注関係者へ直接

資材をアピールできる場を提供する「あい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

くる材見本市」を定期的に開催している。

2019 年度は 10 月に愛知県自治センターで

開催し、出展企業数 28 社、来場者数 165 人

であった。 

今後の「あいくる」の更なる普及には、

製造者等と一体となった発展が不可欠であ

る。そのためには公共工事のみならず、各

種一般イベントや環境イベントなどへの出

展を通じて「あいくる」を紹介することで、

民間工事への普及にも力を注ぎ、リサイク

ルの輪を広げていくことが必要であると考

える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11



 

 
 

特集 

 
 
 

１ はじめに 

 

北九州市は、平成３０年４月に、経済協

力開発機構（ＯＥＣＤ）より「ＳＤＧｓ（持

続可能な開発目標）推進に向けた世界のモ

デル都市」に、アジア地域で初めて選定さ

れました。 

これを受け、経済・社会・環境の３つの側

面を総合的に捉え、『「真の豊かさ」にあふ

れ、世界に貢献し、信頼される「グリーン成

長都市」』を基本理念として、ＳＤＧｓ先進

都市を目指し、１７のゴールの目標達成に

向けて、持続的な都市づくりを進めている

ところです。（図１） 

 

 

 
 

これまでも本市は、世界の環境首都を目

指し、資源循環型都市づくりに取り組んで

きており、本市が発注する公共工事におい

ても、ライフサイクルの視点に立ち、「北九

州市建設リサイクル行動計画」を策定して

います。 

そして、この行動計画の一環として、再

生資源を使用した建設リサイクル資材を本

市の公共工事で積極的に利用できるよう

「北九州市建設リサイクル資材認定制度」

を設けています。 

 

 

２ 制度の概要 

 

「北九州市建設リサイクル資材認定制度」

では、製造などを行う事業者より申請のあ

った建設リサイクル資材について、性能、

品質、経済性だけではなく、ひとつの製品

として製造、使用され、廃棄または再利用

されるまでのすべての段階における環境へ

の影響などを総合的に評価し、「北九州市建

設リサイクル資材認定委員会」で審議して

認定の適否を決定しています。 

平成１４年度に制度を新設し、現在、舗

装材、路盤材、コンクリート二次製品など

２３社、２９製品（５９資材）の建設リサイ

クル資材を認定しています。（表１） 

 
北九州市建設リサイクル資材認定制度について 

 
北九州市技術監理局技術支援課 主査 栗原 健 

 
 
 

キーワード：リサイクル資材、公共工事、ライフサイクル、ＳＤＧｓ 

図１ ＳＤＧｓ建設ﾘｻｲｸﾙに関連する目標 
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表１ 北九州市建設リサイクル資材一覧表 

「指定使用資材」とは、認定資材のうち、価格が従来の資材と同額以下などの一定の条件を満たしたものである。 

令和２年５月１日現在 
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３ 建設リサイクル資材認定の流れと評価

の認定基準 

 

建設リサイクル資材認定の流れは以下の

とおりです。（図２） 

 

(1)開発 

(2)申請 申請の対象者は資材の製造な

どを行う方です。 

(3)受付 受付は年２回行っています。 

上半期： 4 月 1 日～ 5月 31 日 

下半期：10 月 1 日～11月 30 日 

(4)審議 大きく分けて次の３つの評価

項目について審議します。 

① 品質・性能評価 

② ライフサイクルアセスメント（LCA）

的評価 

③ コスト評価 

(5)認定 認定の適否は申請期間終了後、

９０日以内で決定します。 

 認定の有効期間は、認定の日から３

年間としています。 

(6)公表 認定した製品名や事業者名な

どを北九州市のホームページに掲載

します。 

(7)利用 認定資材のうち、一定の条件を

満たした資材は、北九州市発注の工事

で指定して優先的に使用します。 

 

また、評価項目毎の認定基準については、

以下のとおり定めています。 

(1)品質・性能評価 

① 特別管理一般廃棄物や特別管理

産業廃棄物を使用していないこ

と。 

② 有害物質の溶出がないこと 

③ ＪＡＳやＪＩＳ等の規格がある

場合は、その規格に適合している

こと。 

④ 品質管理・安全管理が十分なされ

ていること。 

(2)ライフサイクルアセスメント（LCA）

的評価 

 ひとつの製品が、製造から廃棄ま

たは再利用されるまでの各段階にお

いて、次の４項目について総合的に

評価します。 

① 資源消費量の削減 

② 地球温暖化防止への貢献 

③ 環境への貢献 

④ 最終処分時の環境負荷の削減 

(3)コスト評価 

 建設リサイクル資材の単価が、原材

料に再生資源を使用していない従来

資材の単価と比較して２割増以内で

あること。 

 

 
図２ 認定の流れ 
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４ 認定資材の利用促進 

 

認定された建設リサイクル資材につい

ては、資材単価を北九州市土木工事実施

設計単価表に掲載し、本市が発注する工

事での積極的な利用促進を図っています。

（図３） 

さらに、認定資材の価格が従来の資材

と同額以下などの一定の条件を満たした

場合、「指定使用資材」として、原則、そ

の資材を指定して使用することとしてお

り、コンクリート二次製品においては、こ

の基準を満たす２４資材を「指定使用資

材」としています。 

 

 
北九州市小倉北区 勝山公園 

 

 
北九州市小倉南区 城野駅前広場 

 

 

また、北九州市建設リサイクル資材認

定ロゴマーク制度を設け、認定資材、その

梱包材、パンフレットや名刺などに「認定

ロゴマーク」（図４）を使用していただく

ことにより、認定資材の知名度を向上さ

せるとともに工事での使用を広く周知し、

より一層の利用促進を図っています。 

 

 

 

 

５ おわりに 

 

 国土交通省では、令和２年３月、「次期建

設リサイクル推進計画に係る提言」を公表

しており、今後、新たな「建設リサイクル推

進計画」を策定する予定としています。 

北九州市においても、国土交通省が示す

新「建設リサイクル推進計画」に準じ、北九

州市特有の事情なども考慮の上、「次期北九

州市建設リサイクル行動計画」を策定し、

建設リサイクルの更なる推進を目指してま

いります。 

 

図４ 認定ロゴマーク 

図３ 建設リサイクル資材の利用実例 
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１ 制度概要 

 山形県では、循環型社会の形成を推進し、

ごみの最終処分量ゼロを目指す「ごみゼロ

やまがた」の実現に向け、平成 14 年度に「山

形県リサイクル製品認定制度」を創設した。 

県内で製造・加工されている良質なリサ

イクル製品を認定することで、事業者によ

る開発・製造を奨励し、リサイクル産業の

育成を図るとともに、その普及啓発を行う

ことでリサイクル製品が広く利用され、県

民、事業者及び行政が地域循環システムの

形成に向けたパートナーシップを構築し、

県内における廃棄物の排出抑制並びに循環

資源の利用推進に資することを目的として

いる。 

 

２ 認定製品について 

令和２年４月現在の認定製品数は 50 件

となっている。 

使用されている循環資源別に見ると、廃

棄物を焼却した際に発生する溶融スラグや、

石炭火力発電所で採取された石炭灰（フラ

イアッシュ）、間伐材などを原料としている

ものが多く、製品の種類としては、コンク

リート製品や舗装用アスファルト混合物、

土木用木工資材などの建築資材が最も多い。

（詳細については表１参照） 

 

認定を受けるには、基本的に次の(1)～

(4)を全て満たすことが求められる。 

 

 

（表１）山形県リサイクル製品認定の状況 

品目 
製品

数 
製品の例 原料としている主な循環資源 

溶融スラグ使用製品 11 
無筋及び鉄筋コンクリート、舗装用アスファルト混

合物 
溶融スラグ、再生骨材 

間伐材使用製品 10 
工事用看板枠、バリケード、土木用木工資材（盛土

補強工、型枠工、土留工、井桁工、護岸工等） 
間伐材 

服飾・雑貨・その他 9 バッグ、帽子、インテリア、白線材等 エアバッグ、端材、石膏ボード 

石炭灰使用製品 5 コンクリート製品、砕石、藻場造成資材 石炭灰 

廃瓦使用製品 5 土木・園芸用資材 廃瓦 

廃ガラス使用製品 2 舗装用アスファルト混合物、パーキングブロック 
廃ガラスびん、ガラスくず、再生骨材

等 

木質ペレット燃料 3 木質ペレット燃料 端材、支障木、間伐材、剪定枝等 

プラスチック製品 3 プラスチック食品容器 
廃プラスチック、使用済食品トレー、

ペットボトル 

肥料製品 2 肥料・緑化基盤材 
下水道汚泥、動植物性残渣、剪定枝、

樹皮、おが屑等 

 
山形県リサイクル製品認定制度について 

 
 

山形県環境エネルギー部循環型社会推進課 
 
 

キーワード：山形県リサイクル製品認定制度、瓦リサイクル、やまがた森林ノミクス、 
建設工事成績評定 
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(1)原則的に、原料の質量の 50%以上が循環

資源（廃棄物等）であること。 

(2)原則的に、原料として使用される循環

資源量のうち、50％以上が県内産である

こと。 

(3)県内の事業所で製造・加工される製品

であること。 

(4)品質・性能・安全性が均一であり、か

つ、学識経験者や県関係課長等で構成す

る「山形県リサイクル製品認定・リサイ

クルシステム認証審査会」により、「山形

県リサイクル製品認定制度認定基準」へ

の適合を承認されること。 

 

なお、「山形県リサイクル製品認定制度認

定基準」は、製品の品質・性能等や安全性

について規定するものであるが、「全品目共

通基準」と、22 の製品に係る個別の「品目

別基準」が設定されており、当該 22 製品に

ついては、「全品目共通基準」と「品目別基

準」の両方に適合することが必要となる。 

 

 

品目別基準について、建設資材関係で最

も認定製品数・販売数の多いプレキャスト

コンクリート製品（溶融スラグ）の場合を 

例に見ると、大まかには次のような４点が

定められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした認定基準については、状況の変

化や新たに生じた課題などを受けながら、

必要に応じて随時見直しを行っている。 

直近の見直しにより新たに規定した「瓦

再生砕石」を例に補足したい。 

 

山形県西部に位置し、日本海に面する庄

内地域では、強風対策、防火、潮風による

防錆の点等から、多くの家屋で屋根瓦が用

いられている。県内で発生する廃瓦の殆ど

がこの地域で生じていることから、当該地

域では従前より使用済み瓦のリサイクルを

地域課題として捉えるとともに、保水性や

透水性といった瓦製品の特性に着目し、リ

サイクルに向けた取組みが積極的に進めら

れてきた。 

こうした中、令和元年６月に山形県沖を

震源とした地震が発生し、特に鶴岡市温海

地区では最大震度６弱を観測するなど、庄

内地域一円が大きな被害に見舞われた。 

鶴岡市発行「令和元年６月 18 日発生山形

県沖地震記録集」の記載によれば、“建物被

害 1,025 棟（主に屋根瓦の損傷）”とある

ように、この地震における住宅の屋根瓦の

落下被害が深刻なものであったことがうか

がえる。 

 

リサイクル製品認定は、先述のとおり「県

内の事業所で製造・加工される製品である

こと」を要件の一つとしていることから、

制度開始当初より、性質の変更を伴わない

単純破砕物等は制度の対象外としていたが、

大量の廃瓦が災害廃棄物として生じたこと

も背景としながら、令和２年度より、廃瓦

を原料とする「瓦再生砕石」について認定

対象とし、新たな品目別基準を設けるに至

った。 

品目別基準が定められた製品 

①床下調湿材、②汚泥肥料、③特殊肥料、④

土壌改良資材、⑤緑化基盤材、⑥グラウンド

用白線材、⑦木質ペレット、⑧舗装用アスフ

ァルト混合物（ガラスくず）、⑨舗装用アス

ファルト混合物（溶融スラグ）、⑩プレキャ

ストコンクリート製品（ガラスくず）、⑪プ

レキャストコンクリート製品（溶融スラグ）、

⑫プレキャストコンクリート製品（フライア

ッシュ）、⑬フライアッシュ砕石、⑭瓦再生

砕石、⑮外構用植生ブロック（廃瓦）、⑯園

芸・外構用植生チップ（廃瓦）、⑰家畜（豚）

用飼料、⑱プラスチック製食品容器、⑲プラ

スチック製資材、⑳トイレットペーパー、㉑

オフィス用イス、㉒木製食品容器 

(1) ＪＩＳに基づく規格への適合 

(2) 山形県土木工事共通仕様書に基づく試

験項目に係る同仕様書の規格値への適合 

(3) 製品本体の重金属等有害物溶出試験に

よる土壌環境基準への適合 

(4) 循環資源（溶融スラグ）の利用率につい

て、細骨材の 10％以上であること 
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３ 調達実績について  

 販売実績額については、制度開始直後、

平成15年度の5.2億円から暫く横ばい状態

が続いたが、平成 22 年度頃から増加傾向に

転じ、平成 27 年度には最高額の 42.2 億円

に達した。近年は約 34～39 億円で推移して

いる。 

 

 製品別内訳としては、プラスチック製品

（食品トレー）が全体を大きく牽引し、次

いで溶融スラグを使用したコンクリートや

アスファルト、石炭灰使用製品（コンクリ

ート製品、砕石材、藻場造成用資材等）が

続く。（表２参照） 

 一方で、県調達分の実績を見ると、石炭

使用製品（砕石材）、木質ペレット燃料、間

伐材使用製品、溶融スラグ使用製品の順に

多く、県の調達需要としては、木質ペレッ

トや間伐材使用製品が高いことが特徴と言

える。 

これは、本県における独自の取組みとし

て、豊かな森林資源の活用により地域の活

性化に取組む「やまがた森林（もり）ノミ

クス」を推進していることから、これら製

品について特に積極的な活用が図られてい

るためと考えられる。 

 

（表２）販売実績額の多かった品目（令和元年度） 

 全体 県調達分 

１ プラスチック製品 石炭灰使用製品 

２ 溶融スラグ使用製品 木質ペレット燃料 

３ 石炭灰使用製品 間伐材使用製品 

４ 木質ペレット燃料 溶融スラグ使用製品 

５ 肥料製品 ‐ 

６ 間伐材使用製品 ‐ 

 

しかしながら、県において実際に調達さ

れた品目が４品目（令和元年度実績）に留

まり、かつまた、販売額全体に占める県調

達金額の割合を見ると、全体の 1.8％程度

と低調であることから、県による調達品目

数を増やしていくとともに、調達額を伸ば

していくことが今後の課題といえる。 

 

 

４ 制度普及のための取組 

（1） 認定・認証マークの使用 

認定製品は、「山形県リサイクル認定製

品」として、山形県リサイクル製品認定・

リサイクルシステム認証※マーク（下図）

を表示して販売することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※山形県リサイクルシステム認証制度…主と

して県内で排出される循環資源を利用して、

県内で展開される優れたリサイクルシステム

を認証する制度を設けている。 

 

（2） 共通特記仕様書へ の明示 

 県が発注する土木工事の「共通特記仕

様書」において、リサイクル認定製品の

使用を積極的に推進するものとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）建設工事成績評定における加点 

 県が発注する建設工事において受注者

が自らの提案によりリサイクル認定製品

を使用した場合、「山形県建設工事成績評

定要領」の「山形県建設工事成績評定考査

基準」に基づき、工事成績評定において加

点を行う優遇措置を設けている。 

 

山形県リサイクル製品

認定・リサイクルシステ

ム認証マーク 

（共通特記仕様書より抜粋） 

１－１－12 リサイクル認定製品 

１．受注者は、工事資材の使用にあたっては、

必要とされる強度や耐久性、機能の確保等に

留意しつつ、土木工事共通仕様書第１編共通

編１－１－37環境対策第９項に規定する「山

形県環境物品等調達基本方針」にて優先的調

達品目とされている「山形県リサイクル認定

製品」の使用を特に積極的に推進するものと

する。 

２．受注者は、山形県リサイクル認定製品を

使用した場合は、使用実績を監督職員に提出

するものとする。 
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（4）土木関係設計単価への掲載 

先述の廃瓦再生砕石について、災害廃

棄物への対応という観点から、令和元年

度10月に土木関係設計単価に掲載されて

おり、今後の土木資材としての需要が期

待されるところである。 

 

（5）山形県リサイクル認定製品普及拡大支

援事業費補助金 

 認定事業者を対象に、リサイクル認定

製品の販売促進、販路拡大等のために実

施する事業への補助を行っている。 

近年の実績としては、のぼり旗作成、

県外展示会への出店経費、新聞広告掲載、

ネットショッピング用ページのリニュー

アル、リーフレット作成等に活用されて

いる。 

 

(6) その他県民向け広報 

県による広報活動としては、年１回、

全ての認定製品について掲載したパンフ

レットを作成し、認定事業者や行政機関、

関係団体等へ配布している。 

また、県主催の県民向け環境啓発イベ

ント（来場者２万人程度）におけるリサ

イクル認定製品紹介ブースの設置や、県

有施設での常設展示等を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 制度普及に際しての課題など 

 制度自体の周知不足や、バージン材使用

製品と比べて価格・性能の面でリサイクル

認定製品に大きな優位差はないことから、

使用に際して選択されにくく、認定のメリ

ットを感じにくいといった声がある。 

そのため、県公式ＳＮＳの活用やイベン

ト等の機会を捉え、これまで以上に積極的

な情報発信を行っていくとともに、認定事

業者への意見聴取や他自治体における認定

製品の利活用促進支援事例について情報収

集などを通じて、認定のメリットを感じら

れるような取り組みを講じていくことが必

要と考える。 

 

また、先述のように、建設資材の場合は

県発注工事における優遇措置（工事成績評

定加点）を実施しているものの、製品使用

に向けた強いインセンティブになっていな

いという意見もあるため、関係部局への働

きかけを行いながら、引き続き、県発注工

事における優先調達の拡大等、製品の販路

拡大に向けた支援を検討していきたい。
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「うつくしま、エコ・リサイクル製品認

定制度」は、廃棄物等の有効利用とリサイ

クル産業の育成を図るため、主として福島

県内で生じた廃棄物等を利用して製造され

た優良な製品を県が認定し、利用を推進す

る制度です。 

 令和２年７月現在、「うつくしま、エコ・

リサイクル認定製品」は、土木用製品、建

築用製品、日用品など５１製品あります。 

 

〈認定要件〉 

循環資源（廃棄物等のうち、循環的な利

用が可能なもの及びその可能性があるもの） 

を原材料の全部又は一部として製造された

品質等が均一な製品のうち、以下の要件に

適合すると認められるものが対象です。 

(１)県内に事業所を有する者により、主と

して県内で発生する循環資源を利用し、

製造されたものであること。 

(２)廃棄物等の有効利用及び減量化に資す

るものであること。 

(３）環境への負荷の低減についての十分な

配慮その他環境保全のために必要な措置

が講じられている事業所において製造さ

れたものであること。 

(４)申請時において既に県内で販売されて

いること又は申請の日から６ヶ月以内に

県内で販売されることが確実であること。 

(５)安全性への配慮、規格等、循環資源の

配合率について定める、うつくしま、エ

コ・リサイクル製品品質基準に適合して

いること。 

・ 循環資源を原材料として、「再生利用（ 

リサイクル）」により製造された製品を対

象としていますので、循環資源の全部又は

一部を加工等せず、そのまま繰り返して使

ったり、修理を行って使用する「再使用（リ

ユース）」は対象としていません。 

・ 製品の品質、安全性等が一定していなけ 

れば、認定時と異なる品質等の製品が流通

するおそれがあるため、「品質等が均一で

あるもの」を対象としています。 

 

〈認定の流れ〉 

(１)事前相談 

申請内容について相談。 

(２)申請書作成 

ホームページ等で「うつくしま、エコ・

リサイクル製品認定制度実施要綱」、同要綱

のポイント、申請書様式等を入手し、必要

事項を記入。 

(３)申請書の提出 

福島県環境共生課へ原則持参の上、提出。 

(４)審査 

（事前調査）認定要件の適合状況調査、現

地調査等を実施 

（本審査）審査会において認定の適否を審

査 

※申請内容によっては、追加資料を求めた

 
うつくしま、エコ・リサイクル製品認定制度 

～制度概要と市町村への補助～ 
 

福島県 環境共生課 
 
 
 

キーワード：福島県、エコ、リサイクル、循環資源、再生利用 

～制度概要～ 
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り、ヒアリングを実施することもあります。 

(５)認定 

審査会の審査結果に基づき、知事が認定

し、申請者に認定の適否の通知（認定され

た場合は認定証の交付）。 

(６)周知 

 

〈認定を受けると〉 

・ 認定証を交付します。 

・ 認定マーク等を利用して、製品認定を受 

けた旨を表示することができます。 

・ 福島県のホームページに掲載します。 

・ 福島県がパンフレットを作成します。 

・ 福島県主催の展示会を開催します。 

・ 認定製品販売促進のための補助制度が 

あります。 

・ 福島県の公共事業で積極的に使用を図 

ります。 

・ 認定製品を利用する市町村に対する補 

助制度があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 福島県では、認定製品の利用促進のため、

展示会での周知や販売促進のための補助な

どを行っていますが、その中で、認定製品

を利用する市町村に対する「うつくしま、

エコ・リサイクル製品地域利用モデル事業

費補助金」について紹介します。 

 この事業は、福島県から補助金の交付を

受けて、認定製品を使用若しくは調達して

モデル的な工事等（以下「補助事業」とい

う。）を実施する市町村等を募集するもので

す。 

 

 

〈事業の実施主体〉  

市町村、一部事務組合及び市町村が設置

する公の施設の指定管理者 

 

〈補助事業の要件〉 

 工事等において認定製品を使用若しくは

調達するとともに、認定製品を使用若しく

は調達していることについて広報する事業。 

 

〈補助対象経費及び補助額〉 

補助対象経費は、補助事業に要する経費

のうち、交付決定後から年度末までの間に

行われる以下のものを対象（消費税及び地

方消費税相当分を除く。）とします。 

(１)工事等  

・ 認定製品の使用に係る直接工事費（ 

共通仮設費等の諸経費を除く。）  

・ 認定製品の材料費（購入費）  

・ その他必要と認められる経費  

(２)広報  

・ 認定製品のＰＲ用看板等の作製費  

・ その他必要と認められる経費 

 

 補助率 補助金額 採択件数 その他要件 

工事

等 
１／２ 

１０万円

以上１２

５万円以

下 

予算の範

囲内で決

定 

補助事業

は１市町

村等１回

に限る。 

広報 定額 
５万円以

下 

予算の範

囲内で決

定 

補助事業

は１市町

村等１回

に限る。 

 

〈応募方法〉 

 事業開始予定日の１５日前までに交付申

請書を提出。なお、様式等については、福

島県環境共生課のホームページからダウン

ロードできます。 

 

～市町村への補助～ 
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〈補助金の交付決定等〉 

(１)交付決定 

交付申請の内容の審査により本補助金

を交付すべきものと認められたときは、

福島県から交付決定を通知。 

(２)事業の開始時期 

  交付決定を受けた後、補助事業に着手。 

なお、交付決定日以前に事業の経費を支

払った場合は本補助金の交付対象とはな

りません。 

(３)実績報告 

  事業終了の日から起算して３０日を経

過した日、又は年度末最終営業日のいず

れか早い日までに実績報告書を提出。 

(４)補助金の支払い 

  補助事業完了後、交付請求の提出を受

け、本補助金が補助事業者に支払います。 

 

〈令和元年度の実績〉 

(１)町道側溝蓋設置工事 

  側溝蓋が無い区間が危険であるため、

通行の安全性を向上させるために実施し

ました。 

  認定製品 土木用製品（側溝蓋）ECO-U 

  補助金額 1,295,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)市道側溝蓋の購入 

側溝蓋の設置されていない市道の通行

の利便性を高めるために購入しました。 

認定製品 土木用製品（側溝蓋）ECO-U 

補助金額 1,276,000 円 

 

 

〈製品紹介〉 

建設副産物を原料とする「うつくしま、

エコ・リサイクル製品」を紹介します。 
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 その他認定製品一覧は、福島県 HP に掲載しています。 

福島県 HP https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16035a/ecorecycle-system.html 
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建設リサイクルＱ＆Ａ 
 

 

 

 

Ａ１. (1)廃棄物の再生利用認定制度(廃棄物処理法第 15 条の 4の 2 ) 

再生利用認定制度とは、一定の廃棄物の再生利用について、その内容が生活環境の保

全上支障がない等の一定の基準に適合していることについて環境大臣が認定する制度

で、認定を受けた者については処理業及び施設設置の許可を不要とすることにより、再

生利用を容易に行えるようにするものです。 

認定の対象はそれ自体が生活環境の保全上支障を生しさせない蓋然性の高いものに

限定され、平成 9 年 12 月 26 日付けの厚生省告示で、河川法第 6 条第 2 項に規定する

高規格堤防の築堤材として使用する建設汚泥(シールド工法若しくは開削工法を用い

た掘削工事、杭基礎工法、ケーソン基礎工法若しくは連続地中壁工法に伴う掘削工事又

は地盤改良工法を用いた工事に伴って生じた無機性のものに限る)が認定の対象とな

っています。また、自動車用の廃ゴムタイヤ、廃プラスチック類も対象となっています。 

なお、認定の要件は、次のようになっています。 

・再生利用の内容が生活環境保全上支障を生じさせるものでないこと 

・申請者が一定の欠格要件に該当しない等の基準に適合する者であること 

・再生利用に供する施設が一定の基準に適合すること 

(2)廃棄物の再生利用指定制度(廃棄物処理法施行規則第 9 条第 2 号、第 10 条の 3 第 2

号) 

再生利用定制度とは、再生利用されることが確実である産業廃棄物のみの処理を業

として行う者を都道府県知事等が指定し、産業廃棄物処理業の許可を不要とすること

によって再生利用を容易に行えるようにするものです。 

再生利用指定制度には、個別指定と一般指定があります。 

1)個別指定 

指定を受けようとする者の申請を受け、都道府県知事等が再生利用に係わる産業

廃棄物を特定した上で再生利用業者を指定します。再生利用業者には「再生輸送業

者」と「再生活用業者」があり、建設工事において発注者、元請負者とも異なる他

の工事から排出される建設廃棄物の再生活用を行おうとする場合は、当該廃棄物を

再生(汚泥であれば、改良)する者が再生活用業者となります。 

特に、建設汚泥については個別指定の対象となるケースが多く、平成 18 年には、

環境省課長通知「建設汚泥の再生利用指定制度の運用における考え方について」が

発出されています。 

2)一般指定 

都道府県等が再生利用に係る産業廃棄物を特定した上で、当該産業廃棄物の収集若

しくは運搬又は処分を行う者を一般的に指定するものです。 

 

Ｑ１．再生利用認定制度（大臣認定制度）、指定制度とはどのようなものですか？
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建設リサイクルＱ＆Ａ 
 

 

 

 

Ａ２. 廃棄物の広域認定制度(廃棄物処理法第 15 条の 4の 3 ) 

広域認定制度とは、物の製造、加工等を行う者がその販売地点までの広域的な運搬シ

ステム等を活用して、当該製品等が産業廃棄物となった場合にその処理を容易に行える

ようにするための制度です。具体的には、当該産業廃棄物の処理を製造事業者が行うこ

とにより、減量等の適正処埋が確保されることが確実である者を環境大臣が認定し、産

業廃棄物処理業の許可を不要とすることによって適正処理を促進するものです。 

建設廃棄物関係では、新築工事の現場等から排出される石膏ボード、ロックウール、軽

量気泡コンクリート及びグラスウール製品の廃材等各種の資材メーカーがこの認定を受

けています。 

認定を受けている企業と製品に関しては、環境省のホームページで閲覧できます。 

http://www.env.go.jp/recycle/waste/kouiki/jokyo_1.html 

 

 

 

建設副産物リサイクル広報推進会議事務局 

改訂版 建設リサイクル実務Ｑ＆Ａより 

 

Ｑ２．廃棄物の広域認定制度とはどういうものですか？
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インフォメーション 
 

 
 
建設副産物リサイクル広報推進会議では、下記の活動を行っております。 

 
１．建設リサイクル広報用ポスター 

毎年、3R 推進月間に向けて建設リサイクルポスターを作成・販売しています。本ポスタ

ーを建設副産物リサイクル広報推進会議 HP および行政機関の広報誌やホームページ等で

広報し、建設リサイクルの活動を働きかけています。 
 
 2020 年度建設リサイクル広報用ポスターのキャッチコピーが決定しました。 
「次世代に引き継ごう豊かな環境 みんなで分別 建設副産物」 
五洋建設株式会社 北陸新幹線 越前中平吹高架橋工事事務所 本山 雄斗 氏 

 
広報用ポスターは下記の日程で作成予定です。 
 図案の決定（8 月中旬予定） 
 販売受付（9 月中旬頃） 
 掲出開始（10/1） 
詳細は、下記の URL に掲載します。 
http://www.suishinkaigi.jp/publish/poster.html 

 
２．2020 建設リサイクル技術発表会・技術展示会 

 徳島県で開催（10 月 30 日、31 日）を予定しておりました「2020 建設リサイクル技術

発表会・技術展示会」は、新型コロナウイルスの影響により中止いたしました。 
 
３．その他 

 事務局に寄せられる建設リサイクル等に関する質問に対応する。 
等の活動を行っております。詳細は、HP をご覧ください。 

http://www.suishinkaigi.jp/ 

 
建設副産物リサイクル広報推進会議 

の活動について 
 

建設副産物リサイクル広報推進会議 事務局 
 

キーワード：建設リサイクル、広報活動 
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